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序 文 

目的 

「化学物質の初期リスク評価書」は、独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構か

ら委託された化学物質総合評価管理プログラムの一環である「化学物質のリスク評価及びリス

ク評価手法の開発」プロジェクトの成果である。このプロジェクトは、「特定化学物質の環境へ

の排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」 (化学物質排出把握管理促進法) の対

象化学物質を中心に有害性情報、排出量等の暴露情報など、リスク評価のための基礎データを

収集・整備するとともに、これらを利用したリスク評価手法を開発し、評価するものである。 

「化学物質の初期リスク評価書」では、環境中の生物及びヒト健康に対する化学物質のリス

クについてスクリーニング評価を行い、その結果、環境中の生物あるいはヒト健康に悪影響を

及ぼすことが示唆されると判断された場合は、その化学物質に対して更に詳細な調査、解析及

び評価等の必要とされる行動の提案を行うことを目的とする。 
 

初期リスク評価の対象 

化学物質排出把握管理促進法第一種指定化学物質のうち、生産量、環境への排出量及び有害

性情報などを基に選択した化学物質を初期リスク評価の対象とする。環境中の生物への影響に

ついては、有害性評価手法が国際的に整えられている水生生物を対象とする。ヒト健康への影

響については、我が国の住民を対象とし、職業上の暴露は考慮しない。 
 
公表までの過程 

財団法人 化学物質評価研究機構及び独立行政法人 製品評価技術基盤機構が共同して評価書

案を作成し、有害性評価 (環境中の生物への影響及びヒト健康への影響) については外部の有

識者によるレビューを受け、その後、経済産業省化学物質審議会管理部会・審査部会安全評価

管理小委員会の審議、承認を得ている。また、暴露評価及びリスク評価については独立行政法

人 産業技術総合研究所によるレビューを受けている。本評価書は、これらの過程を経て公表し

ている。 

初期リスク評価書 Ver. 0.1 
 有害性評価 暴露評価 リスク評価 

 
 
なお、本評価書の作成に関する手法及び基準は「化学物質の初期リスク評価指針 Ver. 2.0」及び

「作成マニュアル Ver. 2.0」として、ホームページ (http://www.nite.go.jp/) にて公開されている。 

初期リスク評価書 Ver. 0.4  
(原案) 暴露評価 リスク評価 有害性評価 

初期リスク評価書 Ver. 1.0 
(公表版) 

経済産業省 委員会

審議・承認

暴露評価 

レビュー レビュー

有害性評価 リスク評価 
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要    約 

 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは無色の液体で、融点は 3.5℃であり、水に対する溶

解度は 2.4 g/L (25℃) である。 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは、エポキシ樹脂・アルキッド樹脂の反応性希釈剤、

繊維の改質剤、合成樹脂・農薬の補助剤として使用されている。2001 年度の製造･輸入量は 100

～1,000 トンの範囲となっている。2003 年度の PRTR データ及び非対象業種からの排出量推定

によると、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは 1 年間に全国合計で、大気へ 155 kg、土

壌へ 766kg 排出されると推定される。公共用水域への排出はない。主な排出経路は、用途情

報及び 2003 年度 PRTR データ等から判断して、農薬の補助剤としての使用に伴う土壌へ排出と

考えられる。 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは好気的条件下では生分解されやすく、また、水生

生物に対する濃縮性は低いと推測される。 

 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの環境中の濃度として、大気、公共用水域、飲料水

及び食物中の濃度は調査した範囲では得られなかった。また、2003 年度PRTR排出量データと

数理モデルを用いて、大気中濃度の推定を行った。推定の結果、大気中濃度は 1.5×10-3μg/m3

であった。河川水中濃度については、2003 年度PRTRデータから河川への排出がないため、数

理モデルによる推定を実施せず、0μg/Lとした。 

水生生物に対するリスク評価を行うための推定環境濃度 (EEC) は、水域への排出量がない

ことから、0μg/L とした。 

また、ヒトが 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルに暴露する経路としては、呼吸による

大気からの吸入暴露が主として考えられる。2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの大気中

濃度 (1.5×10-3μg/m3:推定値)、飲料水中濃度 (0μg/L:推定値)、魚体内濃度 (0μg/L:推定値)か

ら、ヒトの体重 1kgあたりの 1 日推定摂取量を 6.0×10-4μg/kg/日 (吸入経路)、0μg/kg/日 (経口

経路) と推定した。 

 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの環境中の水生生物への有害性に関しては、3 つの栄

養段階 (藻類・甲殻類・魚類) のうち、魚類についての急性毒性試験結果のみ得られており、

藻類及び甲殻類については試験報告が得られていない。得られた水生生物に対する毒性データ

から、環境中の水生生物に対するリスク評価に用いる無影響濃度等として、魚類の 96 時間LC50 

の 43 mg/Lを採用した。EECが 0μg/Lであることから、環境中の水生生物に対するMOEは算出

しないが、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの環境中の水生生物に対する暴露が想定さ

れないため、現時点では環境中の水生生物に悪影響を及ぼすことはないと判断する。 

 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルをラットやウサギの経皮及び経口投与した場合、急

速に体内に吸収され、肝臓で代謝されて尿中に 2-ヒドロキシ-3-フェノキシプロピオン酸及び

N-アセチル-S-(2-ヒドロキシ-3-フェノキシプロピル)-L-システインとして排泄される。 
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ヒトへの影響に関して、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルのヒト皮膚との直接的な接

触は刺激性を､また長期や反復した接触では皮膚感作性を引き起こす。 

実験動物では、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは皮膚と眼に対して刺激性及び皮膚

感作性がある。 

吸入経路での反復暴露による主な影響は、刺激性に基づく脱毛と呼吸器の炎症性変化であり、

ラットに 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルを長期に全身吸入暴露した試験で得られた鼻

腔及び気管の組織学的変化を指標として、NOAELは 1 ppm (6 mg/m3 、換算値: 0.8 mg/kg/日) で

ある。経口経路に関する試験報告は得られなかった。 

ラットに 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルを全身吸入暴露した試験で、12 ppm (75 

mg/m3) まで生殖毒性、催奇形性は認められていない。 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは、in vitroのCHO細胞を用いた遺伝子突然変異試

験・染色体異常試験で陰性、in vivoの小核と染色体異常試験、マウス精巣DNA合成、優性致死

試験で陰性を示しているが、in vitroの細菌を用いた変異原性試験、ハムスター培養細胞を用い

たほ乳類細胞形質転換試験で陽性、in vivoの宿主経由試験で陽性を示していた。これらの結果

から、現時点では明確に遺伝毒性の有無について判断できないが、2,3-エポキシプロピルフェ

ニルエーテルは遺伝毒性を有する可能性があると考えられる。また、発がん性について、ラッ

トに 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテル蒸気を 24 か月間全身吸入暴露した試験で、1 試験

ではあるが、鼻部の類表皮がんの発生頻度の有意な増加がみられている。IARCは、2,3-エポキ

シプロピルフェニルエーテルをグループ 2B (ヒトに対して発がん性がある可能性がある物質) 

に分類している。 

ヒトの推定摂取量と実験動物の反復投与毒性試験より得られた無毒性量を用いて MOE を算

出した結果、吸入経路は、MOE 1,300,000 であり、リスク評価に用いた毒性試験データに関す

る不確実係数積 100 より大きく、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは現時点ではヒト健

康に悪影響を及ぼさないと判断する。経口経路は、推定摂取量が 0μg/kg/日であることから、

現時点ではヒト健康に悪影響を及ぼすことはないと判断する。 

 

以上のことから、現時点での環境中濃度において、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテル

は環境中の水生生物及びヒト健康に対し悪影響を及ぼすことはないと判断する。 

なお、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは遺伝毒性を有する発がん物質の可能性があ

ることから、遺伝毒性及び発がん性についてさらに情報収集が必要である。 
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1．化学物質の同定情報 

1.1 物質名 : 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテル 

1.2 化学物質審査規制法官報公示整理番号 : 3-559 

1.3 化学物質排出把握管理促進法政令号番号 : 1-57 

1.4 CAS登録番号 : 122-60-1 

1.5 構造式  

O

CH2CH
H2C

O

1.6 分子式 : C9H10O2

1.7 分子量 : 150.18 
 

 

2．一般情報 

2.1 別 名 
フェニルグリシジルエーテル、1, 2-エポキシ-3-フェノキシプロパン 

 

2.2 純 度 
99%以上 (一般的な製品)    (化学物質評価研究機構, 2002) 

 

2.3 不純物 
重合物 (2～3 量体)、塩素分 (0.5%以下) (一般的な製品) (化学物質評価研究機構, 2002) 

 

2.4 添加剤または安定剤 
無添加 (一般的な製品)     (化学物質評価研究機構, 2002) 

 

2.5 現在の我が国における法規制 
化学物質排出把握管理促進法：第一種指定化学物質 

消防法：危険物第四類第三石油類 

労働安全衛生法：名称等を通知すべき危険物及び有害物、変異原性が認められた既存化学物

質 
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3．物理化学的性状 

外 観：無色液体     (IPCS, 1999) 

融 点：3.5℃     (IPCS, 1999) 

沸 点：245℃     (IPCS, 1999) 

引 火 点：110℃ (密閉式)    (Gangolli, 1999) 

発 火 点：データなし 

爆 発 限 界：データなし 

比   重：1.11 (20℃/4℃)    (Verschueren, 2001) 

蒸 気 密 度：5.18 (空気 = 1、計算値) 

蒸 気 圧：1 Pa (20℃)     (Verschueren, 2001) 

分 配 係 数：ｵｸﾀﾉｰﾙ/水分配係数 log Kow = 1.61 (推定値) (SRC:KowWin, 2005) 

解 離 定 数：解離基なし 

スペクトル：主要マススペクトルフラグメント 

m/z 94 (基準ピーク= 1.0)、150 (0.78)、77 (0.50) (NIST, 1998) 

吸 脱 着 性：土壌吸着係数 Koc = 41 (推定値)  (SRC:PcKocWin, 2005) 

溶 解 性：水：2.4 g/L (25℃)    (Gangolli, 1999) 

有機溶媒：オクタン：可溶 

アセトン、トルエン：混和  (US.NLM:HSDB, 2005) 

ﾍ ﾝ ﾘ ｰ定 数：8.34×10-2 Pa･m3/mol (8.23×10-7 atm･m3/mol) (25℃、測定値) 

    (SRC:HenryWin, 2005) 

換 算 係 数：(気相、20℃) 1 ppm = 6.25 mg/m3、1 mg/m3 = 0.160 ppm (計算値) 
 

 

4．発生源情報 
4.1 製造・輸入量等 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの 2001 年度の製造･輸入量は 100～1,000 トンの範囲

となっている (経済産業省, 2003)。 

 

4.2 用途情報 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは、エポキシ樹脂・アルキッド樹脂の反応性希釈剤、

繊維の改質剤、合成樹脂・農薬の補助剤として使用されている (製品評価技術基盤機構, 2006)。 

 

4.3 排出源情報 

4.3.1 化学物質排出把握管理促進法に基づく排出源 

化学物質排出把握管理促進法に基づく「平成 15 年度届出排出量及び移動量並びに届出外排出

量の集計結果」(経済産業省, 環境省, 2005a) (以下、「2003 年度 PRTR データ」という) による

と、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは 1 年間に全国合計で届出事業者から大気へ 155 kg

排出され、廃棄物として 308 kg、下水道に 57 kg 移動している。公共用水域及び土壌への排出
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はない。また届出外排出量としては対象業種の届出外事業者から 1 kg 未満、非対象業種から

766 kg の排出量が推計されている。家庭及び移動体からの排出量は推計されていない (経済産

業省, 環境省, 2005b)。 

 

a. 届出対象業種からの排出量と移動量 

2003 年度 PRTR データに基づき、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの届出対象業種別

の排出量と移動量を表 4-1 に示す (経済産業省, 環境省, 2005a,b)。 

届出対象業種からの 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの排出量のうち、多くは化学工

業からの大気への排出である。 

 

表 4-1 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの届出対象業種別の排出量及び移動量 

(2003年度実績) (kg/年) 

届出 届出外 
届出と届出外の 

排出量合計 

排出量 移動量 業種名 

大気 
公共用 

水域 
土壌 廃棄物 下水道 

排出量

(推計) 
排出計1) 割合 

(%) 

化学工業 100 0 0 308 47 － 100 64 

繊維工業 55 0 0 0 10 － 55 35 

電気機械器具 

製造業 
0 0 0 0 0 ＜1 ＜1 0 

合計1) 155 0 0 308 57 ＜1 155 100 

(経済産業省, 環境省, 2005a,b) 
1) 四捨五入のため、表記上、合計があっていない場合がある。 
1 kg 未満の排出量及び移動量はすべて「＜1」と表記した。 
－: 推計されていない。 

 

 

b. 非対象業種、家庭及び移動体からの排出量 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは、非対象業種から農薬の補助剤としての使用によ

り環境中へ 766 kg の排出量があると推計されている。また、家庭及び移動体からの排出につい

て、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは推計対象となっていない (経済産業省, 環境省, 

2005b)。 

 

4.3.2 その他の排出源 

調査した範囲では、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルのその他の排出源の情報は得ら

れていない。 

 

4.4 環境媒体別排出量の推定 

各排出源における 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの環境媒体別排出量を表 4-2 に示

す (製品評価技術基盤機構, 2006)。 

その際、2003 年度 PRTR データに基づく届出対象業種の届出外事業者からの排出量について
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は、届出データにおける業種ごとの大気、公共用水域、土壌への排出割合を用いて、その環境

媒体別の排出量を推定した。 

また、非対象業種からの排出量については、その排出形態が農薬補助剤の使用であることか

ら、すべて土壌への排出と仮定した。 

以上のことから、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは、1 年間に全国で、大気へ 155 kg、

土壌へ 766 kg 排出されると推定した。 

ただし、廃棄物としての移動量及び下水道への移動量については、各処理施設における処理

後の環境への排出を考慮していない。 

 

表 4-2 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの環境媒体別排出量 (2003年度実績) (kg/年) 
排出区分 大気 公共用水域 土壌 

対象業種届出 155 0 0 
対象業種届出外1) ＜1 0 0 
非対象業種2) 農薬 0 0 766 

合計 155 0 766 
 (製品評価技術基盤機構, 2006)  
1) 大気、公共用水域、土壌への排出量は、業種ごとの届出排出量の排出割合と同じと仮定し、推定した。 
2) 大気、公共用水域、土壌への排出量は、物理化学的性状及び用途から推定した。 

 

 

4.5 排出シナリオ 

用途情報及び 2003 年度 PRTR データ等から判断して、その主な排出経路は、農薬の補助剤と

して使用される際に土壌へ排出されると考えられる。 

 

 

5．環境中運命 

5.1 大気中での安定性 

a. OH ラジカルとの反応性 

対流圏大気中では、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルとOHラジカルとの反応速度定数

が 2.90×10-11 cm3/分子/秒 (25℃、推定値) である (SRC:AopWin, 2005)。OHラジカル濃度を 5×105

～1×106 分子/cm3とした時の半減期は 7 時間～1 日と計算される。 

 

b. オゾンとの反応性 

調査した範囲内では、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルのオゾンとの反応性に関する

報告は得られていない。 

 

c. 硝酸ラジカルとの反応性 

調査した範囲内では、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの硝酸ラジカルとの反応性に

関する報告は得られていない。 
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5.2 水中での安定性 

5.2.1 非生物的分解性 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは、水環境中で水が付加される可能性がある。水の

付加生成物としては、2,3-ジヒドロキシプロピルフェニルエーテルが考えられる。 

エポキシド (具体的な構造は不明) の水環境中における水の付加反応による半減期は 10～18

日 (測定値) との報告がある (Mill et al, 1987)。 

 

5.2.2 生分解性 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは、化学物質審査規制法に基づく好気的生分解性試

験では、被験物質濃度 30 mg/L、活性汚泥濃度 100 mg/L、試験期間 4 週間の条件において、生

物化学的酸素消費量 (BOD) 測定での分解率は 51% (32%、58%、62%) であるが、全有機炭素  

(TOC) 測定での分解率が 49% (20%、60%、68%)、高速液体クロマトグラフ (HPLC) 測定での分

解率 (親化合物の消失) が 98% (97%、98%、98%) であることなどを総合的に判断して良分解性

と判定されている (通商産業省, 1982)。2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの場合、生分解

性試験結果にバラツキが認められた。なお、試験終了時のBOD値は上昇中  (化学品検査協会, 

1992) であり、生分解は進行しており、試験期間の延長により、分解率は上昇すると推定され

る。 

以上のことから、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは好気的条件下では生分解される

と推定される。 

なお、調査した範囲内では、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの嫌気的生分解性に関

する報告は得られていない。 

 

5.2.3 下水処理による除去 

調査した範囲内では、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの下水処理による除去に関す

る報告は得られていない。 

 

5.3 環境中分布推定 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルが、大気、水域または土壌のいずれかに定常的に排

出されて定常状態に到達した状態、すなわち、大気、水域、土壌及び底質間の移動、系外への

移動・分解などによる減少が釣り合った後に残存している 2,3-エポキシプロピルフェニルエー

テルの環境中での分布をフガシティモデル・レベルIII (Mackay et al., 1992) により推定した (表 

5-1)。なお、環境への排出は、大気、水域及び土壌の各々に個別に排出される 3 つのシナリオ

を設定した (化学物質評価研究機構, 2001)。 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルが大気に排出された場合は土壌に 5 割強、水域に 2

割強、大気に約 2 割分布し、水域に排出された場合は主に水域に分布し、土壌に排出された場

合は土壌に 8 割強、水域に約 1 割分布するものと推定される。 
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表 5-1 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルのフガシティモデル・レベルIIIによる 

環境中分布推定結果 
分布 (%) 

シナリオ 
大気 水域 土壌 底質 

シナリオ 1 
(大気中に 100%排出) 

18.1 26.0 55.7 0.1 

シナリオ 2 
(水域中に 100%排出) 

0.0 99.4 0.0 0.6 

シナリオ 3 
(土壌中に 100%排出) 

0.0 12.5 87.4 0.1 

(化学物質評価研究機構, 2001) 

 

 

5.4 環境水中での動態 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの蒸気圧は 1 Pa (20℃)、水に対する溶解度は 2.4 g/L 

(25℃)であり、ヘンリー定数は 8.34×10-2 Pa･m3/mol (25℃) であるので (3. 参照)、水中から大気

への揮散は小さいと推定される。2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの土壌吸着係数 (Koc) 

の値は 41 (3. 参照) であるので、水中の懸濁物質及び底質には吸着され難いと推定される。 

以上のこと及び 5.2 の結果より、環境水中に 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルが排出

された場合は、生分解により除去されると推定され、揮散による大気中への移行は小さいと推

定される。 

 

5.5 生物濃縮性 

調査した範囲内では、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの生物濃縮係数 (BCF) の測定

値に関する報告は得られていない。しかし、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルのBCFはオ

クタノール/水分配係数 (log Kow) の値 1.61 から 3.5 と計算されており (SRC:BcfWin, 2005)、水

生生物への濃縮性は低いと推定される。 

 

 

6．暴露評価 

この章では、大気、公共用水域、飲料水、食物中濃度の測定データの収集、整理と、PRTR

排出量データから大気、河川水中濃度の推定を行い、水生生物のリスク評価を行うための推定

環境濃度 (EEC) と、ヒト健康のリスク評価を行うための吸入経路及び経口経路の推定摂取量

を決定する。 

 

6.1 環境中濃度 

6.1.1 環境中濃度の測定結果 

ここでは、環境中濃度の測定報告について調査を行い、その結果について概要を示す。また

得られた報告を基に、暴露評価で用いる濃度の採用候補を選定する。 

 

a. 大気中の濃度 
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2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの大気中濃度に関する報告は、調査した範囲内では

得られていない。 

 

b. 公共用水域中の濃度 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの公共用水域中濃度として、次のような報告結果が

得られた。 

環境庁による 1984 年度の化学物質環境調査結果を表 6-1 に示す (環境庁, 1985)。この調査は

一般環境中における残留状況を把握するために行っている。いずれの検体からも不検出であっ

た。 

 

表 6-1 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの公共用水域中の濃度  
調査 
年度 水域 検出地点数 

/調査地点数

検出数

/検体数

検出範囲

(μg/L) 
検出限界 
(μg/L) 

湖沼 0/1 0/3 nd 0.1 1984 
海域 0/7 0/7 nd 0.6 

(環境庁, 1985)  
nd : 不検出 
文献中の調査地点名で「～河口」と記されているものは一律「海域」に分類した。 

 

 

ここでは、測定結果の調査年度が古いため、測定結果からは、暴露評価で用いる濃度の採用

候補を求めない。 

 

また、同調査では底質についても測定しており、参考として表 6-2 に示す。2,3-エポキシプロ

ピルフェニルエーテルはいずれの検体からも不検出であった。 

 

表 6-2 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの底質中の濃度 
調査 
年度 

検出地点数

/調査地点数

検出数

/検体数

検出範囲

(μg/L) 
検出限界

(μg/L) 
1984 0/8 0/24 nd 0.006-0.02

(環境庁, 1985) 
nd : 不検出 

 

 

c. 飲料水中の濃度 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの水道水中濃度及び地下水中濃度に関する報告は調

査した範囲内では得られていない。 

 

d. 食物中の濃度 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの食物中濃度及び魚体内濃度に関する報告は調査し

た範囲内では得られていない。 
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6.1.2 環境中濃度の推定 

ここでは、数理モデルを用いて大気及び河川の濃度推定を行う。また食物に関する測定結果

が得られなかったため、魚体内濃度の推定も行う。 

 

a. 大気中濃度の推定 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの2003年度PRTR排出量データと広域大気拡散モデ

ルAIST-ADMER Ver. 1.5 (産業技術総合研究所, 2005; 東野ら, 2003) を用いて、全国11地域 (北

海道、東北、北陸、関東、中部、東海、近畿、中国、四国、九州、沖縄) の大気中濃度を推定

した。 

 

大気への排出量分布の推定 

届出データについては、事業所所在地を排出地点とし、排出地点が特定できない推計値 (対

象業種届出外、非対象業種からの排出) については、各種統計データを利用し、メッシュデー

タによる排出量分布の推定を行った (製品評価技術基盤機構, 2006)。 

以下に排出量分布の推定に利用した主なデータを示す。 

 
届出外排出量 : 事業所数及び従業員数 (統計情報研究開発センター, 2004a)
  業種別製品出荷額 (経済産業調査会, 2004) 
非対象業種 : 国土数値情報 土地利用面積 (日本地図センター, 2004) 

 

 

計算条件 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは、大気環境中ではガス状で存在すると考えられ 

(U.S.NLM:HSDB, 2005)、以下のように計算条件を設定した。 

数理モデル  : AIST-ADMER Ver.1.5 

計算対象地域 : 全国 (11地域) 5 km× 5 kmメッシュ 

年間排出量  : 155 kg (4.3 参照) 

計算対象期間 : 1年 

気象データ  : アメダス気象年報 2003 (気象業務支援センター, 2005) 

パラメータ  : 雨による洗浄比 1)    3.0×104

大気中での分解係数 2)   1.5×10-5 (1/s) 

大気からの乾性沈着速度 0 (m/s) 

バックグラウンド濃度  0 (μg/m3) 

 

推定結果 

各地域での推定値を表6-3に示す (製品評価技術基盤機構, 2006)。全国の年平均の最大値は、

                                                        
1) (雨による洗浄比) = 気体定数:8.314 (Pa・m3/(mol・K))×絶対温度:298 (K) ÷ヘンリー定数 8.34×10-2 (Pa・m3 /mol) 

         = 3.0×104    (ヘンリー定数は 3. 参照) 
2) (大気中での分解係数) = OHラジカルとの反応速度定数: 2.90×10-11 (cm3/分子/s) × OHラジカル濃度:5×105 (分子/cm3) 
            = 1.5×10-5 (1/s)    (反応速度定数及び濃度は 5.1 参照) 
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近畿地域における1.5×10-3μg/m3であった。 

 

表 6-3 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの年平均大気中濃度推定結果 

計算対象地域 最小 
(μg/m3) 

最大 
(μg/m3) 

北海道 ＜10-9 ＜10-9

東北 ＜10-9 2.3×10-9

北陸 ＜10-9 2.0×10-9

関東 ＜10-9 2.1×10-8

中部 ＜10-9 1.1×10-4

東海 ＜10-9 9.8×10-4

近畿 ＜10-9 1.5×10-3

中国 ＜10-9 6.6×10-7

四国 ＜10-9 8.3×10-7

九州 ＜10-9 1.9×10-9

沖縄 ＜10-9 ＜10-9

(製品評価技術基盤機構, 2006) 
10-9μg/m3未満の推定結果はすべて「＜10-9」と表記した。 

 

 

b. 河川水中濃度の推定 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは2003年度PRTR排出量データによると、河川への排

出がない (4.3 参照) ので、数理モデルによる河川水中濃度の推定は実施せず、0μg/L とした。

なお、本評価書では大気、土壌または海域から河川への移動は考慮しない。 

 

c. 魚体内濃度の推定 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの魚体内濃度は、海域に生息する魚の体内に濃縮さ

れると仮定し、海域中濃度と生物濃縮係数 (BCF) を乗じて魚体内濃度を推定する。 

ここでは、海域中濃度が得られていないため、河川水中濃度が海域で1/10に希釈されると仮

定して海域中濃度とした。河川水中濃度は、0μg/Lを用いた。その結果、海域中濃度は0μg/L

になることから、魚体内濃度を0μg/kgとした。 

 

6.2 水生生物生息環境における推定環境濃度 

水生生物が生息する EEC を公共用水域中の測定結果と河川水中濃度の推定結果から決定す

る。2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルについては、公共用水域中の測定値は得られてお

らず、また、2003 年度 PRTR データによると、河川への排出がない (4.3 参照) ことから、数理

モデルによる推定を実施せず、0μg/L とした。 

そこで本評価書では、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの EEC を 0μg/L とした。 

 

6.3 ヒトへの暴露シナリオ 

6.3.1 環境経由の暴露 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの環境経由のヒトへの暴露経路は、呼吸による吸入

暴露が主として考えられる。 
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6.3.2 消費者製品経由の暴露 

入手した用途情報からは、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの消費者製品からの暴露

はないものと考えられるので、本評価書においては考慮しない (4. 参照)。 

 

6.4 ヒトの推定摂取量 

本評価書において各経路からの摂取量を推定する際、成人の大気吸入量を 20 m3/人/日とした。 

推定摂取量の算出は、以下の仮定に従って求めた。 

大気からの摂取量推定に採用する大気中濃度は測定結果と推定結果から決定する。大気中濃

度は、測定結果が得られていないため、推定結果より全国の年平均の最大値である近畿地域の

最大値1.5×10-3μg/m3とした (6.1.1 a、6.1.2 a 参照)。 

これらの仮定のもとに推定したヒトでの摂取量は、以下のとおりである。 

 

大気からの摂取量：1.5×10-3 (μg/m3) × 20 (m3/人/日) ＝ 0.030 (μg/人/日)  

飲料水からの摂取量：0 (μg/人/日) 

魚類からの摂取量：0 (μg/人/日) 

 

成人の体重を平均 50 kg と仮定して、体重 1kg あたりの摂取量を求めると次のようになる。 

吸入摂取量：0.030 (μg/人/日) / 50 (kg/人) ＝ 6.0×10-4 (μg/kg/日) 

経口摂取量：0 (μg/kg/日) 

合計摂取量：6.0×10-4 (μg/kg/日) 

 

 

7．環境中の生物への影響 

7.1 水生生物に対する影響 

7.1.1 微生物に対する毒性 

調査した範囲内では、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの微生物に関する試験報告は

得られていない。 

 

7.1.2 藻類に対する毒性 

調査した範囲内では、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの藻類に関する試験報告は得

られていない。 

 

7.1.3 無脊椎動物に対する毒性 

調査した範囲内では、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの無脊椎動物に関する試験報

告は得られていない。 

 

7.1.4 魚類に対する毒性 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの魚類に対する毒性試験結果を表 7-1 に示す。 
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淡水魚のキンギョに対する急性毒性データのみが存在する。測定濃度に基づき算出された 24

時間LC50は 69 mg/L、96 時間LC50は 43 mg/Lであった (Bridie et al., 1979)。 

海水魚及び長期毒性の試験報告は得られていない。 

 

表 7-1 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの魚類に対する毒性試験結果 

生物種 
大きさ/ 
成長段階 

試験法/ 
方式 

温度

(℃) 
硬度 

(mg CaCO3/L)
pH エンドポイント 

濃度

(mg/L) 
文献 

急性毒性 淡水 
Carassius 
auratus 

(ｷﾝｷﾞｮ) 

6.2±0.7 cm  
3.3±1.0 g

APHA1) 

止水 
20±1 80 7.0 24 時間LC50

96 時間LC50

69 
43 

(m) 

Bridie et 
al., 1979 

(m): 測定濃度  
1) 米国公衆衛生協会 (American Public Health Association) テストガイドライン 
太字はリスク評価に用いたデータを示す。 

 

 

7.1.5 その他の水生生物に対する毒性 

調査した範囲内では、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルのその他の水生生物 (両生類

等) に関する試験報告は得られていない 

 

7.2 陸生生物に対する影響 

7.2.1 微生物に対する毒性 

調査した範囲内では、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの微生物 (土壌中の細菌や菌類

等) に関する試験報告は得られていない。 

 

7.2.2 植物に対する毒性 

調査した範囲内では、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの植物に関する試験報告は得

られていない。 

 

7.2.3 動物に対する毒性 

調査した範囲内では、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの動物に関する試験報告は得

られていない。 

 

7.3 環境中の生物への影響 (まとめ) 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの環境中の生物に対する影響については、水生生物

では魚類の試験報告があるのみであり、微生物、藻類及び無脊椎動物に関する試験報告は得ら

れていない。また、陸生生物に関する試験報告も得られていない。 

魚類については、淡水魚のキンギョに対する 96 時間LC50が 43 mg/Lであり、この値はGHS急

性毒性有害性区分IIIに相当し、有害性を示す。海水魚や長期試験についての試験報告は得られ

ていない。 
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以上から、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの水生生物に対する急性毒性は、魚類に

対して GHS 急性毒性有害性区分 III に相当し、有害性を示す。長期毒性についての NOEC 等は

得られていない。 

得られた毒性データのうち水生生物に対する最小値は、魚類であるキンギョに対する 96 時間

LC50の 43 mg/Lである。 

 

 

8．ヒト健康への影響 

8.1 生体内運命 

ラットやウサギの皮膚に 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルを適用すると急速に吸収さ

れ、その吸収率はラットでは 13.5 mg/cm2/時間、ウサギでは 4.2 mg/cm2/時間であった 

(Czajkowska and Stetkiewicz, 1972)。 

また、ラットとウサギに経口投与した場合も急速に吸収され、肝臓で代謝されて尿中に 2-ヒ

ドロキシ-3-フェノキシプロピオン酸及び N-アセチル-S-(2-ヒドロキシ-3-フェノキシプロピ

ル)-L-システインとして排泄された。ラットでは 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの投与

により肝臓のグルタチオン量が著しく低下した (James et al., 1978)。 

in vitro試験で、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは鳥類の肝ミクロソームの存在下で

グルタチオンと結合し抱合体を形成した (Wit and Snel, 1968)。in vitroでの代謝抱合化は、グル

タチオン-S-アルキルトランスフェラーゼで触媒される (Tsikas and Brumer, 1989)。 

 

8.2 疫学調査及び事例 

1947～1956 年の 10 年間に、年に 2 か月間 (1 人あたり合計 600 時間を超えていない) 2,3-エ

ポキシプロピルフェニルエーテルに暴露された作業者 20 人中 13 人に、皮膚炎が認められた。

その 13 人中 1 人は 56 日間の治療を要し、他の 1 人は皮膚感作性を示す症状、即ちⅡ度 (真皮

まで達する損傷) の化学火傷、水疱形成、び漫性または小胞性の紅斑皮疹、皮膚の乾燥・脱脂、

水様分泌物、斑状の皮疹及び丘疹、結合組織の腫脹及び浮腫がみられた (Hine et al., 1956)。 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルはエポキシ樹脂の希釈剤としてよく用いられている。

エポキシ樹脂を扱う作業者 20 人中 19 人に、エポキシ樹脂の接触アレルギーがみられ、皮膚パ

ッチテストを行ったところ、19 人中 14 人が 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテル、3 人がア

リルグリシジルエーテル、2 人が n-ブチルグリシジルエーテルに陽性反応を示した。中でも、

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは非常に強い感作性物質であると報告している。また、

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルはアリルグリシジルエーテル、n-ブチルグリシジルエー

テルと交差感作性がみられている (Fregert and Rorsman, 1964)。 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルを安定剤として含むプラスチック断熱材料を取扱う

ケーブル製造工場で皮膚疾患がみられ、取扱作業者 15 人中 8 人で 2,3-エポキシプロピルフェニ

ルエーテルのパッチテストで陽性であった (Zschunke and Behrbohm, 1965)。 

エポキシ樹脂との職業的な接触で皮膚炎を患っている 58 人の作業者について、2,3-エポキシ

プロピルフェニルエーテル及びビスフェノールA型エポキシ樹脂のパッチテストを行ったとこ

ろ、9 人が 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルのみで陽性であった。他の 26 人は 2,3-エポ
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キシプロピルフェニルエーテル及びビスフェノール A 型エポキシ樹脂の双方で陽性であり、免

疫学的交差反応によるものであった。9 人の従事開始から皮膚炎の発症までの期間は平均 6.5

か月であった (Rudzki and Krajewska, 1979)。 

エポキシ樹脂に接触して職業性皮膚炎を患っている 13 人を調査し、9 人が 2,3-エポキシプロ

ピルフェニルエーテルのパッチテストで陽性であった (Rudzki et al., 1983)。 

安定剤として 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルを含む潤滑油を作業に導入後、作業者

74 人のうち、16 人に 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルに対する接触アレルギーが認めら

れた。2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルを含まない潤滑油に代替すると、症状はそれ以

上悪化しなかった (Hegyi and Jakubik, 1984)。 

エポキシ樹脂を含む接着剤を用いているブラシ製造工場の作業者 3 人中 2 人にアレルギー症

状が認められ、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルのパッチテストで陽性であった (Jolanki 

et al., 1987)。 

エポキシ樹脂を使用しているイタリアの飛行機製造工場で、作業者 20 人に軽微な紅斑から重

度の浮腫性の水胞形成までを示す皮膚炎がみられた。発症部位は、主として手と前腕の他に眼

瞼と顔面であり、稀に性器と大腿部にもみられた。パッチテストで 20 人中 13 人にエポキシ樹

脂に陽性であった。エポキシ樹脂からテトラグリシジル-4,4-ジメチルジアニリンと 2,3-エポキ

シプロピルフェニルエーテルが薄層クロマトグラフィーで検出され、接触皮膚炎に関与する部

分抗原として同定された (Ayala et al., 1990)。 

フィンランドで、プラスチックと接着剤に職業的に暴露されている皮膚疾患の患者に、プラ

スチックと接着剤に含まれる 50～53 種類のアレルギー物質を、6 年間に亘ってパッチテストし

た。その結果､患者 309 人中 8 人 (2.6%) が 0.25%2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルに陽

性であった (Kanerva et al., 1999)。 

 

以上、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは皮膚との直接的な接触によって刺激性を､ま

た長期の皮膚との接触ではアレルギー反応、皮膚感作性 (紅斑、浮腫、水疱、丘疹) を引き起

こす。また、職業暴露による皮膚炎は、水疱とⅡ度の化学火傷を伴う重度の症状を示し、持続

性で難治性であった 

 

8.3 実験動物に対する毒性 

8.3.1 急性毒性 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの実験動物に対する急性毒性試験結果を表 8-1 に示

す。 

単回経口投与のLD50値は、マウスへの経口投与では 1,400 mg/kg (Hine et al., 1956)、ラットで

2,600 mg/kg (Czajkowska and Stetkiewicz, 1972) 及び 4,773 mg/kg (Weil et al., 1963) との報告があ

る。 

吸入暴露では、雄 SD ラットに 4 時間エアロゾルで全身吸入暴露し、おおよその致死濃度は

323 ppm であった (Terrill and Lee, 1977)。ラットを室温で飽和蒸気に暴露した吸入試験で、肺に

刺激性変化があったものの、ラットは 8 時間暴露で死亡せず、マウスは 4 時間暴露で死亡しな

かった (Patty’s Toxicology, 2001)。 
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経皮投与では、ラットのLD50値は 2,160 mg/kgで (Czajkowska and Stetkiewicz, 1972)、ウサギ

では 1,665 mg/kgであった (Weil et al., 1963)。 

マウスへの皮下投与のLD50値は 760 mg/kgであった (Sollner and Irrgang, 1965)。 

 

急性の毒性症状としては、経口、経皮経路の大量投与により協調運動不能、運動失調、運動

機能低下、呼吸麻痺で死亡した。剖検では、肝臓及び腎臓に広汎性うっ血がみられた (化学物

質毒性ハンドブック, 2000)。吸入暴露ではラットに流涙、流涎、鼻炎、肺の刺激、呼吸困難、

間質性肺炎が観察された (Hine et al., 1956)。 

雄 SD ラットに 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテル蒸気とエアロゾル混合で 4 時間全身

吸入暴露した場合、2 週間後に体重減少と陰のうに重度の刺激性が観察された (Terrill and Lee, 

1977)。 

 

表 8-1 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの急性毒性試験結果 
 マウス ラット ウサギ 

経口 LD50 

(mg/kg) 
1,400  

2,600  
4,773  

ND 

吸入 LC50 ND ND ND 
経皮 LD50 

(mg/kg) 
ND 2,160  1,665  

皮下LD50 

(mg/kg) 
760  ND ND 

ND: データなし 

 
  

8.3.2 刺激性及び腐食性 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルはウサギやラットの皮膚に軽度から中等度の刺激性、

さらに腐食性までの反応が報告され、皮下組織の深部への浸透を示唆した (Czajkowska and 

Stetkiewicz, 1972; Hine et al., 1956; Weil et al., 1963)。 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルはウサギの眼に中等度の角膜傷害を引き起こし 

(Weil et al., 1963)、原液 0.1 mL を点眼した試験では軽度の刺激性がみられた (Hine et al., 1956; 

Smyth et al., 1954)。 

 

8.3.3 感作性 

モルモットの皮膚にエチルアルコールに 5%濃度で含まれる 2,3-エポキシプロピルフェニル

エーテルを 34 回適用後、1%濃度でパッチテストを行った結果、10/10 匹が陽性であり皮膚感作

性が認められた (Rudzki and Krajewska, 1979)。モルモットの耳介部への適用でも感作性がみら

れている (Stevens, 1967)。モルモットを用いた皮内投与では、弱い感作性がみられたと報告さ

れている (Weil et al., 1963)。 

以上、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは、実験動物に対し皮膚感作性を有する。 

 

8.3.4 反復投与毒性 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの実験動物に対する反復投与毒性試験結果を表 8-2
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に示す。 

 

a. 経口投与 

調査した範囲内では、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの経口投与に関する試験報告

は得られていない。 

 

b. 吸入暴露 

雄 SD ラットに 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの蒸気-エアロゾル混合物 0、29 (v/v) 

ppm を 4 時間/日、5 日/週、2 週間全身吸入暴露した試験で、体重増加抑制、腎臓・肝臓・脾臓・

胸腺・精巣の萎縮、肝臓内グリコーゲンの枯渇、慢性カタル性気管炎が観察された (Terrill and 

Lee, 1977)。病理組織学的検査を実施しているが、これ以上の詳細な記載はない。 

ラットに 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの蒸気 100 ppm (ほぼ飽和濃度) を 7 時間/

日、連続 50 日間吸入暴露した試験で、呼吸器の軽度の刺激性が観察され、剖検で 2 匹に肺の気

管支周囲性･血管周囲性炎症細胞浸潤と肝臓の混濁腫脹がみられた (Hine et al., 1956）。Terrill 

and Lee (1977) は、Hine らの論文では濃度の算出根拠として、蒸気圧 0.01 mmHg (25℃) である

のを蒸気圧 0.1 mmHg (25℃) として計算されており、その数値に不確実性があると述べている。 

ラットに 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルを 5日/週、10週間全身吸入暴露した試験で、

1 ppm群には刺激性はなく、5～12 ppm (30～72 mg/m3) 群で気道と皮膚の刺激性が観察され、10 

ppm群では気道の炎症と肝臓の軽微な壊死が観察された (Hine et al., 1956)。 

雌雄SDラットに 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの蒸気 0、1、5、12 (v/v) ppm (0、6、

31、75 mg/m3) を 6 時間/日、5 日/週、90 日間全身吸入暴露した試験で、5 ppm以上の群の雄の

10%、雌の 25%に腹側部の脱毛、他に頭部、頸部、肩部にも高頻度に脱毛があり、2,3-エポキシ

プロピルフェニルエーテルによる直接的な皮膚刺激性に起因するものと考えられた。その他、

体重、行動、血液学的検査、尿検査、病理組織学的検査では投与に関連する変化はみられなか

った (Terrill and Lee, 1977)。本評価書では、脱毛を指標にしてNOAELを 1 ppm (6 mg/m3)と判断

した。 

雌雄SDラットに 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの蒸気 (純度 99.6％) 0、1、12 (v/v) 

ppm (0、6、75 mg/m3) を、6 時間/日、5 日/週、24 か月間全身吸入暴露した試験で、非腫瘍性変

化として､12 ppm群で特に鼻腔前部で呼吸粘膜上皮の炎症、気管上皮の落屑、再生が観察され

た (Lee et al., 1983)。本評価書では、12 ppm群の鼻腔及び気管にみられた組織学的変化を指標と

して、この試験のNOAELを 1 ppm (6 mg/m3) と判断した。 

雄イヌ (ビーグル) に 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテル 0、1、5、12 (v/v) ppm (0、6、

31、75 mg/m3) を、6 時間/日、5 日/週、90 日間全身吸入暴露した試験で、体重、摂餌量、一般

状態、血液学的検査、尿検査、病理組織学的検査に投与に関連する変化はなく、脱毛もみられ

なかった (Terrill and Lee, 1977）。 

 

以上から、吸入経路での反復暴露による主な影響は、刺激性に基づく脱毛と呼吸器の炎症性

変化である。2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの経口経路での試験はない。 

ラットに対する 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルのNOAELは、24 か月間全身吸入暴露
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した試験で得られた鼻腔及び気管の組織学的変化を指標とした 1 ppm (6 mg/m3) である。 

 

表 8-2 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの反復投与毒性試験結果 
動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 
ラット

SD 
雄 
6 匹/群 

吸入暴露

(全身) 
2 週間 
4 時間/日 
5 日/週 

0、29 (v/v)ppm 29 ppm: 
体重増加抑制、腎臓・肝臓・脾臓・

胸腺・精巣の萎縮、肝臓内グリコー

ゲンの枯渇、慢性カタル性気管炎 

Terrill ＆
Lee, 1977 

ラット 
10 匹 

吸入暴露 50 日連続 
7 時間/日 

100 ppm (ほぼ

飽和濃度)1）
軽度の呼吸器刺激性 
2 匹に肺の気管支周囲性･血管周囲性

炎症細胞浸潤と肝臓混濁腫脹 

Hine et al., 
1956 

ラット 吸入暴露 10 週間 
5 日/週 

0、1、5、10、
12 ppm (0、6、
31、63、75 
mg/m3) 

1 ppm：刺激性なし 
5 ppm 以上：気道・皮膚刺激性 
10 ppm：気道の炎症、肝臓の軽微な

壊死 

Hine et al., 
1956 

ラット

SD 
雄

250-260g 
雌

180-200g 
32 匹/群 

吸入暴露

(全身) 
90 日間 
6 時間/日 
5 日/週 

0、1、5、12 (v/v) 
ppm (0、6、31、
75 mg/m3)  

5 ppm 以上： 
腹側部両側性脱毛：雄 10%、雌 25% 

(頭・首・肩部にも高頻度) 
 
体重と行動に異常なし 
血液学的検査、尿検査、病理組織学的

検査に投与に関連する変化なし 
 
NOAEL：1 ppm (6 mg/m3) (脱毛) (本評

価書の判断) 

Terrill & Lee, 
1977 

ラット

SD 
雌雄 
6 週齢 
100 匹/群 

吸入暴露 24 か月間 
6 時間/日 
5 日/週 

0、1、12 (v/v) 
ppm (0、6、75 
mg/m3) (純度

99.6％) 

非腫瘍性変化  (腫瘍性変化は発がん

性の節参照) 
 

0       1      12 ppm 
鼻炎 
雄雌   39/176   40/171   136/174 

気管炎 
雄雌   13/176   13/171    16/174 

気管上皮落屑/再生 
雄雌    －       －     136/174 

気管支炎/気管支肺炎 
雄雌    2/176    3/171     7/174 

 
NOAEL：1 ppm (6 mg/m3) （鼻腔及

び気管の組織学的変化）（本

評価書の判断） 

Lee et al., 
1983 

イヌ 
ビーグル 
雄 
10-12kg 
6 匹/群 

吸入暴露

(全身) 
90 日間 
6 時間/日 
5 日/週 

0、1、5、12 (v/v) 
ppm (0、6、31、
75 mg/m3) 

体重、摂餌量、一般状態、血液学的検

査、尿検査、病理組織学的検査に投与

に関連する変化なし 
脱毛なし 

Terrill & Lee, 
1977 

1）本文の記載を参照のこと。 
太字はリスク評価に用いたデータを示す 

 

 

8.3.5 生殖・発生毒性 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの実験動物に対する生殖・発生毒性試験結果を表 8-3

に示す。 
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2 世代生殖毒性・優性致死試験 

雄のSDラット ( F0) (8 匹/群) に 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテル 0、2、6、11 (v/v) ppm 

(0、13、38、69 mg/m3) (純度不明) を 6 時間/日、19 日間連続 (全身) 吸入暴露し、雄 1 匹を無

処置の雌 (F0) 3 匹と 5 日間同居後 2 日間暴露を中止し回復させた。交尾の確認後、雌 3 匹を繁

殖用ケージに移した。これを 6 サイクル、6 週間継続し、雄 1 匹あたり 18 匹の雌を交配・妊娠

させた。妊娠動物が 1 サイクルあたり 3 匹の場合、1 匹の妊娠動物は 18 日に帝王切開して黄体

数、着床数、吸収胚数を確認した。残りの 2 匹の妊娠動物は自然分娩させた。妊娠・出産しな

かった雌 (F0) 及び離乳 12 週後に雌雄 (F1) を剖検した。F1動物をさらに交配した。雌の妊娠

率、全着床胚数、死胚数、着床前胚損失率を算出した。その結果、親動物の体重増加量に変化

はなく、死亡の増加もなかった。雄の授精率、胎児数、胎児生存率、ほ育検査項目等の生殖検

査項目に有意な変化はなかった (Terrill et al., 1982)。 

 

催奇形性試験 

妊娠したSDラットに 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテル 0、2、6、12 (v/v) ppm (0、13、

38、75 mg/m3) を 6 時間/日、妊娠 4～15 日に (全身) 吸入暴露し、妊娠 20 日目に帝王切開した。

1 腹の約 2/3 の胎児を骨格検査に、残りを内臓検査に用いた。体重と体長を測定した。その結

果、母動物に毒性はみられず、胎児にも催奇形性は認められなかった (Terrill et al., 1982)。 

 

以上のデータから、12 ppm (75 mg/m3) までの 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの全身

吸入暴露したラットで、生殖毒性、催奇形性は認められなかった。 

 

表 8-3 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの生殖・発生毒性試験結果 
動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 

ラット 
SD 
雌雄 
F070 日齢 
F08 匹/群 

吸入暴露 
(全身) 
2 世代生

殖 毒 性 ･

優性致死

試験 

F0雄:  
連続 19 日間  
6 時間/日 

0、2、6、11 (v/v) 
ppm (0、13、38、
69 mg/m3) 

雄の授精率、胎児数、生存率、ほ育項

目等の生殖検査項目に有意な変化なし 
体重変化なし 

ラット 
SD 
雌 
約 200g 
25 匹/群 

吸入暴露 
(全身) 
 
催奇形性

試験 

妊娠 4-15 日目

6 時間/日 
20 日目に胎児

検査 

0、2、6、12 (v/v) 
ppm (0、13、38、
75 mg/m3) 

母動物毒性なし 
胎児毒性・催奇形性なし 

Terrill et al., 
1982 

 

 

8.3.6 遺伝毒性 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの遺伝毒性試験結果を表 8-4 に示す。 

in vitro 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルはネズミチフス菌 TA1535、TA100 を用いた突然変異

試験で S9 添加の有無に関わりなく陽性であり、ネズミチフス菌 TA98、TA1537、TA1538 では
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陰性であった (Canter et al., 1986; Greene et al., 1979; Ivie et al., 1980; Seiler, 1984)。大腸菌 WP2、

WP2 uvrA、CM571、WP100 を用いた DNA 修復試験、及び S9 無添加で大腸菌 WP2uvrA、ネズ

ミチフス菌 TA100 を用いた復帰突然変異試験で陽性であり (Ohtani and Nishioka, 1981）、大腸菌

WP2uvrA に S9 無添加で突然変異陽性であった (Hemminki et al., 1980)。 

以上から、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは DNA の塩基対置換を直接引き起こす変

異原性物質であることが示唆されている (Fishbein, 1981; Greene et al., 1979; Lane, 1980; Ohtani 

and Nishioka, 1981)。 

チャイニーズハムスター卵巣線維芽細胞 (CHO 細胞) を用いた遺伝子突然変異試験で、培地

にラット S9 添加あるいは血清無添加でも、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは 6-チオグ

アニン抵抗性突然変異細胞数を増加しなかった (Greene et al., 1979)。また、CHO 細胞に染色体

異常を誘発しなかった (Seiler, 1984)。 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは SA7 アデノウイルスを接種したハムスター初代培

養細胞を用いた形質転換試験で、1.6μg/mL 以上の細胞毒性のない濃度で濃度に比例して陽性

であり、形質転換した初代培養細胞から得られた二次培養細胞の形質転換試験でも、6.2μg/mL

以上で濃度に比例して陽性であった (Greene et al., 1979)。 

 

in vivo 

ネズミチフス菌TA1535 を (C57BL×C3H) F1マウスの腹腔内に接種後、2,3-エポキシプロピル

フェニルエーテル 2,500 mg/kgを投与した宿主経由試験で、経口投与で 2/5 匹が突然変異陽性、

筋肉内投与で 1/5 匹が突然変異陽性であったが、腹腔内投与ではすべて陰性であった (Greene et 

al., 1979)。 

雄のラットに 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテル 0、2、6、11 (v/v) ppm (0、13、38、69 mg/m3) 

を 6 時間/日、19 日間連続 (全身) 吸入暴露した後、コルヒチンを腹腔内注射して 3 時間後に骨

髄中の分裂中期の細胞を集め、染色体異常を検査した。その結果、ギャップ、切断、交換の増

加はなかった (Terrill et al., 1982)。 

マウスへの 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテル 400～1,000 mg/kg の経口投与で、骨髄細

胞に小核は誘導されなかった (Seiler, 1984)。 

雄ラットに 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテル 0、2、6、11 (v/v) ppm (0、13、38、69 mg/m3) 

を 6時間/日、19日間連続 (全身） 吸入暴露した優性致死試験で陰性であった (Terrill et al., 1982)。 

マウスに 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテル 500 mg/kgを経口投与後、3H-チミジンを腹

腔内投与して、精巣でのDNA合成をみた試験で、精巣のDNA合成は阻害されなかった (Greene 

et al., 1979)。 

 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは化学的にエポキシド構造を有しており、巨大分子

のタンパク質や DNA と結合しやすいエポキシド化合物の特徴を持っている (Greene et al., 

1979)。上記の試験結果をまとめると、in vitro の CHO 細胞を用いた遺伝子突然変異試験・染色

体異常試験で陰性、in vivo の小核と染色体異常試験、マウス精巣 DNA 合成、優性致死試験で

陰性を示しているが、in vitro の細菌を用いた変異原性試験、ハムスター培養細胞を用いたほ乳

類細胞形質転換試験で陽性、in vivo の宿主経由試験で陽性を示していた。これらの結果から、
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現時点では明確に遺伝毒性の有無について判断できないが、2,3-エポキシプロピルフェニルエ

ーテルは遺伝毒性を有する可能性があると考えられる。 

 

表 8-4 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの遺伝毒性試験結果 

 試験系 試験材料 処理条件 用量 
結果 

－S9 +S9 
文献 

ネズミチフス菌 
TA1535、TA100 ND ND ＋     ＋ 

ネズミチフス菌 
TA98 ND ND －     － 

Canter et 
al., 1986 

ネズミチフス菌 
TA100、TA1535 ND ND ＋     ＋ 

ネズミチフス菌 
TA98、TA1537、
TA1538 

ND ND －     － 

Greene et 
al., 1979 

ネズミチフス菌 
TA100、TA1535 ND ND ＋    ND 

Ivie et al., 
1980 

ネズミチフス菌 
TA98、TA1537 

ND ND 
－    ND 

Ivie et al., 
1980 

ネズミチフス菌 
TA100 

ND 50-1,000μg 
＋    ND 

Seiler, 1984

大腸菌 WP2uvrA、

ネズミチフス菌 
TA98 
TA100 

ND 10%溶液 ＋    ND 
 

－    ND 
＋    ND 

Ohtani & 
Nishioka, 
1981 

復帰突然変

異試験 

大腸菌 WP2uvrA 
 

ND 
 

20-10,000μM
 

＋    ND 
Hemminki 
et al., 1980

遺伝子突然

変異試験 
CHO 細胞 6-チオグア

ニン抵抗性

6.25-100  
μg/mL 
20-50 μg/mL

－    － 
Greene et 
al., 1979 

染色体異常

試験 
CHO 細胞 ND 8、25μg/mL

－ 
Seiler, 1984

大腸菌 WP2、
WP2uvrA、CM571、
WP100 

固体法 10%溶液 
＋ 

DNA 修復試

験 

大腸菌 WP2、
WP100 

液体法 
 

50%生長阻

害、1.46 ＋ 

Ohtani & 
Nishioka, 
1981 

SA7 ウイルス、ハ

ムスター培養細胞

クローン法 1.6-40 
μg/mL ＋ 

in 
vitro 

形質転換試

験 

ハムスター二次培

養細胞、クローン

法 

クローン法 6.2-25 
μg/mL ＋ 

Greene et 
al., 1979 

宿主経由試

験 
(C57BL×C3H)F1

マウス、ネズミチ

フス菌TA1535 

経口投与 
筋肉内投与

腹腔内投与

2,500 mg/kg ＋ 
＋ 
－ 

Greene et 
al., 1979 

染色体異常

試験 
SD ラット骨髄細

胞 
吸入暴露

(全身) 
19 日間 
6 時間/日 

0、2、6、11 
(v/v) ppm(0、
13、38、69 
mg/m3) 

－ 

Terrill et 
al., 1982 

in 
vivo 

小核試験 マウス骨髄細胞 経口投与 400-1,000 
mg/kg － 

Seiler, 1984
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 試験系 試験材料 処理条件 用量 
結果 

－S9 +S9 
文献 

優性致死試

験 
SD ラット 吸入暴露 

（全身） 
19 日間 
6 時間/日 

0、2、6、11 
(v/v) ppm (0、
13、38、69 
mg/m3) 

－ 

Terrill et 
al., 1982 

 

DNA 合成試

験 
(C57BL×C3H)F1

マウス精巣 
経口投与 500 mg/kg 

－ 
Greene et 
al., 1979 

＋: 陽性、－: 陰性、ND: データなし 
CHO 細胞: チャイニーズハムスター卵巣線維芽細胞 (CHO 細胞） 

 

 

8.3.7 発がん性 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの実験動物に対する発がん性試験結果を表 8-5 に示

す。 

雌雄SDラットに 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテル蒸気 (純度 99.6％) 0、1、12 (v/v) ppm 

(0、6、75 mg/m3) を、6 時間/日、5 日/週、24 か月間全身吸入暴露した試験で、腫瘍性変化とし

て､鼻腔前部に腫瘍が対照群で雄 1/89 匹、雌 0/87 匹、1 ppm群で雄 0/83 匹、雌 0/88 匹、12 ppm

群で雄 9/85 匹、雌 4/89 匹にみられた。腫瘍発生開始時期は 12 ppm群で 621 日目であった。こ

の鼻腔前部の腫瘍は主として呼吸上皮と鼻腺由来の類表皮がんであり、他に、12 ppm群で前が

ん病変を疑わせる扁平上皮化生と異形成が鼻腔前部にみられている (Lee et al., 1983)。 

以上、1 試験ではあるが、ラットの発がん性試験で鼻部の類表皮がんの発生頻度が有意に増

加した。 

 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの国際機関等での発がん性評価を表 8-6 に示す。 

IARC は、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルをヒト発がん性を示す疫学データはないが、

実験動物の発がん性は十分な証拠があるとして、グループ 2B (ヒトに対して発がん性がある可

能性がある物質) に分類している。 

 

表 8-5  2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの発がん性試験結果 
動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 
ラット

SD 
雌雄 
6 週齢 
100 匹/群 

吸入暴露 24 か月間

6 時間/日 
5 日/週 

0、1、12 (v/v) 
ppm (0、6、75 
mg/m3) (純度

99.6％) 

腫瘍性変化 (非腫瘍性変化は反復投

与毒性の節参照) 
 

0      1     12 ppm 
鼻部扁平上皮化生 
雄雌   6/176   8/171    125/174 

鼻腔部類表皮がん1）

雄     1/89    0/83      9/852)

雌     0/87    0/88      4/893)

合計    1/176   0/171    13/174 
1) 621日後から 1例を除きすべて鼻腔

前部に出現 
2）p=0.007   3) p=0.06 

Lee et al., 
1983 
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表 8-6 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの国際機関等での発がん性評価 
機関/出典 分 類 分 類 基 準 

IARC (2005) グループ 2B ヒトに対して発がん性がある可能性がある。 

ACGIH (2005) A3 
ヒトへの関連性は不明であるが、実験動物で発がん性が確認され

た物質。 

日本産業衛生学会 (2005) 第 2 群 B 
人間に対しておそらく発がん性があると考えられる物質であり、

証拠が比較的十分でない物質 
U.S. EPA (2005) － 発がん性について評価されていない。 
U.S. NTP (2005) － 発がん性について評価されていない。 

 

 

8.4 ヒト健康への影響 (まとめ) 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルをラットやウサギの経皮及び経口投与した場合、急

速に体内に吸収され、肝臓で代謝されて尿中に 2-ヒドロキシ-3-フェノキシプロピオン酸及び

N-アセチル- S-(2-ヒドロキシ-3-フェノキシプロピル)-L-システインとして排泄される。 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルはヒト皮膚との直接的な接触によって刺激性を､ま

た長期や反復した接触では皮膚感作性を引き起こす。 

実験動物では、急性毒性のLD50値は、経口投与ではマウスで 1,400 mg/kg、ラットで 2,600～

4,773 mg/kgであった。吸入暴露では、エアロゾルをラットに 4 時間吸入暴露した試験で、おお

よその致死濃度は 323 ppmであった。毒性症状としては、経口または経皮経路の大量投与で協

調運動不能、運動失調、運動機能低下、呼吸筋麻痺により死亡し、剖検では、肝臓及び腎臓に

広汎性うっ血がみられた。吸入暴露ではラットで流涙、流涎、鼻炎、肺の刺激、呼吸困難、間

質性肺炎が観察された。 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは皮膚と眼に対して刺激性及び皮膚感作性がある。 

吸入経路での反復暴露による主な影響は、刺激性に基づく脱毛と呼吸器の炎症性変化であり、

ラットに 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルを 24 か月間全身吸入暴露した試験で、鼻腔及

び気管の組織学的変化を指標として、NOAELは 1 ppm (6 mg/m3) である。 

ラットに 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルを全身吸入暴露した試験で、12 ppm (75 

mg/m3) まで生殖毒性、催奇形性は認められていない。 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは、in vitroのCHO細胞を用いた遺伝子突然変異試

験・染色体異常試験で陰性、in vivoの小核と染色体異常試験、マウス精巣DNA合成、優性致死

試験で陰性を示しているが、in vitroの細菌を用いた変異原性試験、ハムスター培養細胞を用い

たほ乳類細胞形質転換試験で陽性、in vivoの宿主経由試験で陽性を示していた。これらの結果

から、現時点では明確に遺伝毒性の有無について判断できないが、2,3-エポキシプロピルフェ

ニルエーテルは遺伝毒性を有する可能性があると考えられる。。 

発がん性では、ラットに 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテル蒸気 (純度 99.6％) を 24 か

月間全身吸入暴露した試験で、1 試験ではあるが、鼻部の類表皮がんの発生頻度の有意な増加

がみられている。 

IARC は、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルをグループ 2B (ヒトに対して発がん性があ

る可能性がある物質) に分類している。 
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9．リスク評価 

9.1 環境中の生物に対するリスク評価 

環境中の生物に対するリスク評価は、水生生物を対象とし、その影響を 3 つの栄養段階 (藻

類、甲殻類および魚類) で代表させる。リスク評価は、無影響濃度等 (NOEC、LC、EC) を推

定環境濃度 (EEC) で除した値である暴露マージン (MOE) と、無影響濃度等として採用した試

験データに関する不確実係数積を比較することにより行う。 

 

9.1.1 リスク評価に用いる推定環境濃度 

本評価書では、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの公共用水域での測定結果が得られ

ず、また 2002 年度 PRTR 排出量データによると河川への排出がないため、2,3-エポキシプロピ

ルフェニルエーテルの環境中の生物に対するリスク評価のための EEC を 0μg/L とした (6.2 参

照)。なお、本評価書では大気、土壌または海域からの河川への移動は考慮しない。 

 

9.1.2 リスク評価に用いる無影響濃度 

リスク評価に用いる 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの水生生物に対する無影響濃度

等を表 9-1 に示す。藻類、甲殻類および魚類のうち、魚類について急性毒性試験結果 (Bender, 

1969) が得られている (7. 参照)。 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの環境中の水生生物に対するリスク評価に用いる無

影響濃度等として、魚類の 96 時間LC50 43 mg/L (Bridie et al., 1979) を採用した (表 7-1 参照)。 

 

表9-1  2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの水生生物に対する無影響濃度等 
生物レベル 生物種 エンドポイント 濃度 (mg/L) 文献 

藻類 －1) － － － 
甲殻類 －1) － － － 

魚類 
Carassius 
auratus 

(ｷﾝｷﾞｮ) 
96 時間LC50 43 

Bridie et al., 
1979 

1) 調査した範囲では影響を適切に評価できる試験報告は得られていない。 
太字はリスク評価に用いたデータを示す。 

 

 

9.1.3 暴露マージンと不確実係数積の算出 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの EEC が 0μg/L であることから、環境中の水生生物

に対する MOE は算出しない。 

 

9.1.4 環境中の生物に対するリスク評価結果 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの環境中の水生生物に対する暴露が想定されないた

め、現時点では環境中の水生生物に悪影響を及ぼすことはないと判断する。 
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表9-2 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの環境中の生物に対するリスク評価結果 
EEC 

(μg/L) 
NOEC 
(mg/L) 

MOE 不確実係数積 

0 43 －1) －1)

1) 算出しない 

 
 
9.2 ヒト健康に対するリスク評価 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルのヒトにおける定量的な健康影響データは得られて

いないため、ヒト健康に対するリスク評価には動物試験データを用いることとする (8. 参照)。

リスク評価は、実験動物に対する無毒性量等 (NOAEL、LOAEL) を推定摂取量で除した値であ

る MOE と、評価に用いた毒性試験データに関する不確実係数積を比較することにより行う。 

 

9.2.1 リスク評価に用いるヒトの推定摂取量 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは、大気を通じてヒトに摂取されることが推定され

る。経口経路からの摂取量はないと推定される。1 日推定摂取量を表 9-3 に示す (6.4 参照）。 

吸入経路のヒト成人の体重 1 kgあたりの 1 日推定摂取量 6.0×10-4μg/kg/日をヒト健康に対

するリスク評価に用いた。 

 

表9-3 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの1日推定摂取量 

摂取経路 
摂取量推定に用い

た採用濃度の種類

1 日推定摂取量

(μg/人/日) 

体重 1 kg あたりの 
1 日推定摂取量 

(μg/kg/日) 

吸入 大気 
モデル推定値 

(AIST-ADMER) 
0.03 6.0×10-4

飲料水 － 0 
経口 

食物  － 0 
0 

全経路  (合計) 0.03 6.0×10-4

 

 

9.2.2 リスク評価に用いる無毒性量 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルのヒトにおける定量的な健康影響データ及びヒト健

康への影響のリスク評価に必要な動物試験の報告は得られなかった。 

実験動物を用いた吸入経路での反復暴露による主な影響は、刺激性に基づく脱毛と呼吸器の

炎症性変化である。ラットに 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルを 24 か月間の全身吸入暴

露した試験で得られた鼻腔及び気管の組織学的変化を指標としたNOAELは 1 ppm (6 mg/m3) で

ある (Lee et al., 1983)。この値は、6 時間/日、5 日/週の投与頻度で得られた値であるので、1 日

推定吸入摂取量に換算すると、0.80 mg/kg/日 1)となる。 

経口経路について、調査した範囲内では、経口投与による試験報告は得られなかった。 

ラットに 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルを全身吸入暴露した試験で、12 ppm (75 

                                                        
1) NOAELの換算値＝6 (mg/m3) ×0.26 (m3/日呼吸量) ×6 (時間) / 24 (時間) ×5 (日) / 7 (日)  

×1.0 (吸収率) / 0.35 (kg 体重) 
＝ 0.80 (mg/kg/日) 
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mg/m3) まで生殖発生毒性・催奇形性は認められていない (Terrill et al., 1982)。 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは、in vitroのCHO細胞を用いた遺伝子突然変異試

験・染色体異常試験で陰性、in vivoの小核と染色体異常試験、マウス精巣DNA合成、優性致死

試験で陰性を示しているが、in vitroの細菌を用いた変異原性試験、ハムスター培養細胞を用い

たほ乳類細胞形質転換試験で陽性、in vivoの宿主経由試験で陽性を示していた。これらの結果

から、現時点では明確に遺伝毒性の有無について判断できないが、2,3-エポキシプロピルフェ

ニルエーテルは遺伝毒性を有する可能性があると考えられる。また、発がん性について、ラッ

トに2,3-エポキシプロピルフェニルエーテル蒸気（純度99.6％）を24か月間全身吸入暴露した試

験で、１試験ではあるが、鼻部の類表皮がんの発生の頻度の有意な増加がみられている。IARC

は、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルをグループ2B (ヒトに対して発がん性がある可能性

がある物質) に分類している。 

 

なお、IPCS、EU、米国 EPA、カナダ環境省・保健省、オーストラリア保健・高齢者担当省、

我が国の環境省では 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルのリスク評価を実施していない。 

 

9.2.3 暴露マージンと不確実係数積の算出 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは、ヒトに対して主として吸入の暴露経路からの摂

取が推定される。ここでは、吸入経路の摂取量に対する MOE を算出した。また、採用した毒

性試験データに関する不確実係数積を求めた。 

 

a. 反復投与毒性に対する暴露マージンと不確実係数積 

a-1. 吸入経路 

ラットの 24 か月間の吸入投与試験のNOAEL 6 mg/m3 (換算値: 0.80 mg/kg/日) を用いて、以下

のように算出した。 

   MOE＝NOAEL / ヒト体重 1 kg あたりの 1 日推定吸入摂取量 

      ＝800 (μg/kg/日) / (6.0×10-4) (μg/kg/日) 

      ＝1,300,000 

不確実係数: 動物とヒトの種差についての不確実係数 (10) 

個人差についての不確実係数 (10) 

不確実係数積: 100 

 

 

9.2.4 ヒト健康に対するリスク評価結果 

表 9-4 に示すように、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルの吸入経路に対する MOE 

1,300,000 は不確実係数積 100 より大きく、現時点ではヒト健康に悪影響を及ぼすことはない

と判断する。 
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表9-4 2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルのヒト健康に対するリスク評価結果 

摂取経路 

体重 1 kg あたり

の 
1 日推定摂取量 

(μg/kg/日) 

NOAEL 
(mg/kg/日) 

MOE 不確実係数積 

吸入 6.0×10-4 0.81) 1,300,000 1004)

経口 0 －2) －3) －3)

1) NOAELの換算値＝6 (mg/m3) ×0.26 (m3/日呼吸量) ×6 (時間) / 24 (時間) ×5 (日) / 7 (日)  
×1.0 (吸収率) / 0.35 (kg 体重)＝0.80 (mg/kg/日) 
2) 調査した範囲では影響を適切に評価できる試験は得られていない。 
3) 算出せず 
4) 種差 (10) ×個人差 (10) 

 

 

9.3 まとめ 

2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは現時点では環境中の水生生物及びヒト健康に対し

悪影響を及ぼすことはないと判断する。 

ただし、2,3-エポキシプロピルフェニルエーテルは遺伝毒性を有する発がん物質の可能性があ

ることから、遺伝毒性及び発がん性についてさらに情報収集が必要である。 
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